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令和４年度関市財政健全化及び経営健全化審査意見

１ 審査の基準

関市監査基準に準拠

２ 審査の対象

 令和４年度関市一般会計等の財政健全化

（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）

 令和４年度関市水道事業会計の経営健全化（資金不足比率）

 令和４年度関市下水道事業会計の経営健全化（資金不足比率) 
 令和４年度関市公設地方卸売市場事業特別会計の経営健全化（資金不足比率）

３ 審査の実施日

令和５年７月３１日

４ 審査の方法

  この財政健全化の審査にあたっては、市長から審査に付された令和４年度関

市一般会計歳入歳出決算等に係る健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれ

らの算定の基礎となる事項を記載した書類について、法令等に照らして健全化

判断比率及び資金不足比率の算定過程に誤りはないか、健全化判断比率及び資

金不足比率の算定において法令等に基づく適切な算定要素が用いられているか、

算定の基礎となる書類が適正に作成されているか客観的事実の妥当性を判断し

た上で当該判断が公正に行われているかを主な着眼点として実施した。

５ 審査の結果

（１） 財政健全化

審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び 将

来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類は、いずれも適正に算定され、作成されているものと認め

られる。

   なお、令和４年度については実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていな

いため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率はない。直近３年度の平均で表

す実質公債費比率は、昨年度の１．５％から０．３ポイント増となった。

また、早期健全化基準は次の表のとおりであり、令和４年度の健全化判断

比率は、いずれも早期健全化基準を下回っている。



  （単位：％）

比率の名称 健全化判断比率 早期健全化基準

実質赤字比率 ― １２．１４

連結実質赤字比率 ― １７．１４

実質公債費比率 １．８ ２５．０

将来負担比率 ― ３５０．０

   ※実質赤字比率、連結実質赤字比率の「－」は、赤字でないことを表す。

   ※将来負担比率の「－」は、比率がマイナスである（地方債現在高など

の将来負担額より基金などの充当可能財源が多い）ことを表す。

〇財政健全化審査（参考資料）

 財政健全化判断比率とは、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づ

いて算定される「実質赤字比率」「凍結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負

担率」の４つの財政指標の総称である。

 地方公共団体は、この財政健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった

場合には、「財政健全化計画」又は、「財政再生計画」を策定し、財政の健全化を

図らなければならない。

・実質赤字比率

  実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地

方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を

示すもので普通交付税の算定を行う際に算出されるもの）に対する比率で地方

公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示

す指標である。

① 実質赤字比率の算定根拠

実質赤字比率（％） = 
一般会計等の実質赤字額

×100 
標準財政規模

② 実質赤字比率算定の基礎

(単位：千円) 
対象となる会計 実質収支額

一般会計 4,058,305
関市中小企業従業員退職金共済事業特別会計 0

実質収支額 計 4,085,305
一般会計等の実質赤字額                       a ― 

標準財政規模                     b 24,190,225
実質赤字比率                   a/b ― 

※実質収支が黒字となり実質赤字額が生じないため、実質赤字比率は算定されません。



・連結実質赤字比率

  凍結実質赤字比率とは、公営企業会計を含む全会計（財産区特別会計を除く）

を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、地

方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標である。

① 凍結実質赤字比率の算定根拠

連結実質赤字比率（％） = 
連結実質赤字額

×100 
標準財政規模

② 連結実質赤字比率算定の基礎

（単位：千円) 
対象となる会計 実質収支額

一般会計 4,058,305
関市中小企業従業員退職金共済事業特別会計 0
関市国民健康保険特別会計(事業勘定) 9,030
関市国民健康保険特別会計(直診勘定) 19,568
関市介護保険事業特別会計 114,946
関市後期高齢者医療特別会計 29,508

実質収支額 計               ① 4,231,357
対象となる会計 資金不足・剰余額

関市水道事業会計 1,594,259
関市下水道事業会計 635,557
関市公設地方卸売市場事業特別会計 1,000

資金不足・剰余額 計            ② 2,230,816
連結実質収支額             ①＋② 6,462,173
連結実質赤字額                              a   ― 

標準財政規模                                b 24,190,225
連結実質赤字比率                          a/b ― 

※凍結実質収支が黒字となり凍結実質赤字額が生じないため、連結実質赤字比率は算定されません。

・実質公債費比率

  実質公債費比率とは、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利

償還金に要する一般財源の合計額が標準財政規模を基本とした額に対する比率

で、直近３か年の平均値を用いる。借入金（地方債）の返済額及びこれに準ず

る額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標である。

対象となる会計…一般会計等、公営事業会計、一部事務組合(中濃地域広
        域行政事務組合、中濃消防組合、岐北衛生施設利用組合、

岐阜地域児童発達支援センター組合)、岐阜県後期高齢者
医療広域連合



① 実質公債費比率の算定根拠

＝

((地方債の元利償還金＋準元利償還金) 

×100 実質公債費比率(％) 
－(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)) 

標準財政規模

－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

② 実質公債費比率算定の基礎

(単位：千円) 
令和４年度 令和３年度 令和２年度

地方債の元利償還金 4,084,673 4,027,114 3,905,591 
準元利償還金 1,521,219 1,519,501 1,566,970 

元利償還金・準元利償還金 計  a 5,605,892 5,546,615 5,472,561 
特定財源                      b 892,639 833,068 789,844 
元利償還金・準元利償還金に係る基

準財政需要額算入額            c 4,290,178 4,397,800 4,333,108 
標準財政規模                  d 24,190,225 24,521,336 23,046,805 
実質公債費比率(単年度) 

2.1％ 1.6％ 1.8% 
｛a－(b+c)｝/(d－c) 

実質公債費比率(３か年平均) 1.8％ 1.5％ 1.9％

③ 実質公債費比率（類似団体等との比較グラフ）



・将来負担比率

  将来負担比率とは、地方債残高に加え、地方公社に対する債務保証や、第三

セクター等に対する損失補償等に係るものも含めて地方公共団体の一般会計等

が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率で、

一般会計等の借入金(地方債)や、公営企業、組合、設立法人等に対して将来支払
っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫す

る可能性の度合いを示す指標である。

対象となる会計…一般会計等、公営事業会計、一部事務組合(中濃地域広
        域行政事務組合、中濃消防組合、岐北衛生施設利用組合、

岐阜地域児童発達支援センター組合)、岐阜県後期高齢者
医療広域連合、関市土地開発公社

① 将来負担比率の算定根拠

＝

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額

×100 将来負担比率(％) 
＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額) 

標準財政規模

－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

② 将来負担比率算定の基礎

(単位：千円) 
令和４年度 令和３年度 増減

地方債の現在高 28,951,771 28,921,461 30,310 
債務負担行為に基づく支出予定額 1,241,280 1,288,210 △46,930 
公営企業債等繰入見込額 8,564,607 9,140,118 △575,511 
組合負担等見込額 731,394 880,823 △149,429 
退職手当負担見込額 4,299,796 4,321,400 △21,604 
設立法人の負債額等負担見込額 40,222 34,654 5,568 
凍結実質赤字 0 0 －

組合等凍結実質赤字額負担見込額 0 0 －

将来負担額 計                a 43,829,070 44,586,666 △757,596 
充当可能基金額 34,488,345 30,162,719 4,325,626 
特定財源見込額 6,053,485 5,977,676 75,809 
地方債現在高等に係る基準財政

需要額算入見込額 35,563,970 36,862,731 △1,298,761 
充当可能特定財源等 計    b 76,105,800 73,003,126 3,102,674 
標準財政規模         c 24,190,225 24,521,336 △331,111 
元利償還金・準元利償還金に係る基

準財政需要額算入額            d 4,290,178 4,397,800 △107,622 
将来負担比率            a-b/c-d － － －



（２） 経営健全化

審査に付された経営健全化の判断比率となる資金不足比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に算定され、作成されている

ものと認められる。

なお、令和４年度については全会計とも資金不足となっていないため、資金

不足比率はない。

また、経営健全化基準は次の表のとおりであり、資金不足比率は、いずれも

経営健全化基準を下回っている。

  （単位：％）

公営企業会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

関市水道事業会計 － ２０．０ 

関市下水道事業会計 － ２０．０ 

関市公設地方卸売市場事業特別会計 － ２０．０ 

   ※「－」は、資金不足が生じていないことを表す。

〇経営健全化審査（参考資料）

 資金不足比率とは、地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規

模に対する比率で、経営状況の悪化の度合いを示す指標である。

① 資金不足比率の算定根拠

資金不足比率（％） = 
資金の不足額

×100 
事業の規模

資金の不足額

  公営企業ごとの資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については、

流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基本として、法非適用企業につ

いては、一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額を基本としている。

事業の規模 

法適用事業  営業収益の額－受託工事収益の額

法非適用事業 営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する

収入の額

② 資金不足比率算定の基礎                  （単位：千円）

資金の不足額

a 
事業の規模

b 
資金不足比率

a/b 
関市水道事業会計      － 1,234,330 －

関市下水道事業会計 － 1,179,237 －

関市公設地方卸売市場事業特別会計      － 5,108 －



（３）むすび

  財政健全化・経営健全化いずれの比率も基準を下回っており、健全と認めら

れる。しかしながら、少子高齢化による社会保障費の増大や公共施設の老朽化

に伴う維持管理や更新、近年多発している異常気象に起因する集中豪雨等の自

然災害に対する対策など課題は山積しており、今後、多額の費用が必要となる

ことが見込まれるため、これらの課題や公共施設マネジメントを踏まえた効率

的で効果的な行財政運営に取り組まれ、引き続き財政健全化に努められたい。


